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事例を挙げている。事例には 45カ国 1,600の自治体が含まれている。Kishimoto et al. の調
査では、これらの企業設立事例のほとんどが顧客に対するより安価な料金とより良いサービ
ス、そして全従業員に対するより良い労働条件と結びついており、同時により高い透明性と






















                                                
1 訳者注：Daseinsvorsorge は、存在（Dasein）のための予防的対策（Vorsorge）を意味し、基本的人権である
文化的生活を送る権利の確保のためのセーフティネットに近い意味合いがある。 
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1. ドイツにおけるシュタットベルケ設立の出発点  
 
1.1 ドイツの法的制度の枠組み  
シュタットベルケにとって、電力とガスの地域系統の運営はエネルギー供給部門の事業活
動の重要な核である。これを鑑みれば、シュタットベルケ設立の法的規制フレームワークと
して、まずは以下の 3 つの法が挙げられる。	 





（日本の独禁法にあたる）競争制限禁止法 Gesetz	 gegen	 Wettbewerbsbeschrän-
kungen	 (GWB)では第 97～184 条は、公共サービス委託契約、コンセッション（インフラ運
営にかかる公共入札）、競争における支援について定めている。第 103a 条 4 項では、コン
セッション契約の期間は 20 年までと定められている。この条項が定められた当時既に存在





エネルギー事業法 Energiewirtschaftsgesetz	 (EnWG)	 は、電力とガス供給を対象と
した規制（第 1 条）。一般接続義務（第 18 条）、公道利用契約（第 46 条）を定めている。
第 1 条ではまず法の目的として、電線を利用した公衆への電力供給は可能な限り安定し、低
価格で、消費者に優しく、効率的で、環境に配慮したものでなければならず、より多くの再
エネに立脚したものでなければならない。第 1 条 1～4 項はこれらの目的を具体化し、なに
よりも競争的な側面により踏み込んでいる。	 










おいて最高の評価を受けた応札者が受託できるようにしている。第 46 条 2 項は、市町村区
域内の一般供給用のエネルギー供給に供される系統の敷設と運営のための公道の利用につい
て、エネルギー供給会社と市町村の間のコンセッション契約を定義している。これにはさら















1.1.1 ドイツ国内の現在のトレンドの背景  
専門家の評価によれば、2010年から 2016年までドイツ全体で締結されている電力分野の
















れは電力網を自治体が所有することを認めるかたちになっている (Müller-Kirchenbauer / Le-
prich, 2013, P. 100 f.)。 
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• 市民と地域企業との近い距離感 : 分散型であることは、コジェネレーションシステ
ムによる熱供給サービスや価値創造レベル（販売営業、調達、発電）に属する特定
分野に合わせたエネルギーサービス等のさらなるビジネス分野の結合を可能にする。  





























                                                












































2.1 ドイツ国内で 2005年以降にシュタットベルケが新設された場所や地域  
地図に示したように、シュタットベルケ新設には地理的な偏りがある。  
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図 1: ドイツ国内で 2005年以降にシュタットベルケが新設された場所 
 























から 5 万人となっている。152 の収集された新設事例のうち、99 事例はこのカテゴリーに
分類される。シュタットベルケを新設した 85 の市町村は、人口が 2 万 5000 人以下であり、
最も事例の少ない人口規模のカテゴリーは 5 万人以上となっている。その理由は、5 万人以
上の都市の多くがすでに自分たちのシュタットベルケを持っていることが考えられる。 
 





2. 有限合資会社（GmbH & Co. KG） 
3. 行政企業（Eigenbetrieb） 






（KgaA）及び権利能力なき社団（nichtrechtsfähige Verein）は選択肢にはらない (Friedrich 
Ebert Stiftung 2004)。 
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以下の図は、新設されたシュタットベルケの 4つの法人形態の割合を示している。 
 
図 3: 新設されたシュタットベルケの法人形態 
 
出典: Berlo / Schäfer / Wagner 2017 
 
有限責任会社は（予想通り）80 件で全体の 53％にのぼり、2 位以下を引き離して最も大
きなシェアを占めた。これに続くのが 56 件（37％）の有限合資会社であり、行政企業と自
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3. ドイツ国内のシュタットベルケ設立の目標  
ドイツ都市学研究所（Difu）は、再公有化の「トレンド」はどの程度裏付けがあるのか、
どのような動機に基づいているのかについて調査を行った (Libbe et al. 2011)。それによれ
ば、もとより経済構造の脆弱な地域では特に、公的企業を「賃金のダンピングを回避するこ
とで地域の労働市場と地方の経済を強化するツール」として見直す動きが増えてきている
(Difu 2011, P. 2)。その他の動機には、エネルギー供給の品質に対する政治的影響力を取り
                                                
























もともと RWE コンツェルンが使用していた発電所名 Gekko は、石炭共同発電所
（GEmeinschaftsKraftwerk SteinKOhle）を略したものである。この Gekko プロジェクトは、ハム市
にあるヴェストファーレン発電所（ノルトライン・ヴェストファーレン州、ダッテルン・ハム運河に
位置する）の石炭火力発電ブロック D と E の新設計画に関するものであった。RWE パワー株式会社
は 2008 年にこれらの発電ブロック 2 基、あわせて 1,600MW の建設契約を取り交わした。両ブロッ




Gekko プロジェクトは参加シュタットベルケに合計で 350MW の発電容量を割当として保証するはず









開始は何度となく後ろ倒しになった。2013 年秋には不注意で大量の塩酸をブロック D のボイラー内
で使用してしまい、タービンを破損してしまった。「故障続きの発電所」（Handelsblatt、2013 年
10 月 7 日）への投資額はその間に 20 億から 24 億ユーロへ膨れ上がった。ブロック E が試験運転を
開始できたのは 2014年 3月になってからだった。 
                                                
6 訳注：Gekkoはドイツ語でヤモリを意味する。 
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その間にエネルギー政策変更に伴う環境の変化があり、電力卸価格が想定よりも大幅に落ち込んで
いることは、RWE とシュタットベルケにも明らかだった。まだ建設途中だった Gekko プロジェクト
のブロック D は採算が取れる環境で発電できることはないだろうと思われた。そのため、RWE は
2015 年 12 月 18 日にプレスカンファレンスにおいてブロック D の完全中止を公表した。それ以前の
15 日には RWE は 23 のシュタットベルケが共同発電会社から撤退したことを明らかにしていたが、
シュタットベルケとの買取額やその他の補償契約の詳細は非公表で締結された。ドルトムントの
Gekko 参加に関してはこの決定以前より損失の総額が明らかにされており、「Gekko ビジネス全体に
よって DEW21 は企業融資額 1 億 9000 万ユーロ以上、自己資本 278 万ユーロを失った」とされる。
ただ、DEW21 が 2015 年末に Gekko プロジェクトから撤退していなければ、ドルトムントの損失総
額は 1 億 5000 万ユーロを超えていたと考えられる。（ドルトムント・ルール紙、2015 年 12 月 18





因で破産申立を行うまでに至った(Stadtwerke Flensburg, 2012)。 
 
3.1 「再公有化」の価値創造のレベル  
新設されたシュタットベルケにとって再公有化は、電力とガスの系統を買い戻す努力を行
い、地域系統を運営する以上の意味を持っている。大多数の新設シュタットベルケは、価値




























1. エコロジカルな目標の達成と地域でのエネルギー転換の創造  
2. 地域の価値創出の改善と地域の市場パートナーとの結びつきの強化  
3. 自治体の（税制上の）横断連結を自治体の重要な事業の財源確保のために活用 
4. 自治体歳入の改善  
5. エネルギー供給の民主化と福祉向上（パブリック・ヴァリュー）の方向性の強化 








3.3 目標に関する説明  



















                                                
8  出典: VKU: https://www.vku.de/presse/grafiken-und-statistiken/energiewirtschaft/（2018 年 3 月 1 日取得）. 
9  出 典 : https://www.unendlich-viel-energie.de/themen/akzeptanz-erneuerbarer/akzeptanz-umfrage/  
2017 年アクセプタンス調査、2018 年 3 月 1 日取得 
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2016 年にはドイツのシュタットベルケは設置済み容量にして 2 万 8546 メガワット（Ｍ
Ｗ）の発電能力を有しており、これはドイツ国内の発電設備容量（ネットボトルネック容量）











































































                                                
10  「これまでも行政実務が問われてきたが、連邦税務裁判所（BFH）の判決を受け税制上の横断連結は 2009 年
の年度税法によって初めて法的に裏付けられた」参照: Deutscher Städtetag, DStGB, VKU, 2012,	 P.	 64. 
成果報告書  ドイツ国内のシュタットベルケ設立の目標  
 






































                                                
11 共同研究は供給・処理部門に従事する 13 の自治体企業とヴッパータール研究所、VKU、自治体廃棄物処理と都

































ヴォルフハーゲンの事例: 2012 年 9 月、「市民エネルギー協同組合ヴォルフハーゲン登録協同組合





3.3.6 目標 6「地域での良質な雇用の創出と確保」  
自治体エネルギー供給会社は重要な地域の雇用者である。2015 年にはドイツ全体で合計
73 万 4000 の雇用を生み出している。VKU 会員企業のフルタイム雇用 1 つに付き、ほぼ 2
つの追加の雇用がドイツ国内に生まれている。全体として、彼らの教育水準は平均以上であ
ると言える。例えばハノーヴァー市は自治体企業の直接・間接的な雇用効果を調査した。結
果は驚くべきものだった。それによると、直接雇用 1 人につき、2.12 人の間接雇用を生み
出している。調査の結果、シュタットベルケ・ハノーヴァーは地域に 9000 を超える雇用を
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生み出していることが分かった。先進的な支援プログラム「enercity-Fonds proKlima」を通
じてもたらされた地域の価値創造は、ハノーヴァー市だけで年間約 4670 万ユーロになり、











いう結果になった(Infrafutur 2008, P. 126 f.)。enercity-Fonds proKlima（上述）の評価結果
はこれを強く裏付けるものだった。 
  



















                                                









































Beratung und Informationen über                                                           
den effizienten Umgang mit Energie: 
Online-Informationsberatung 
Energieberatung im Kundencenter 
Energieeffizeinzmaßnahmen: 
Heizungs- und Warmwassermodernisierung 
Energiesparlampen / LEDs 
umweltschonende Heizsysteme: 
Umstellung von Ölheizungen 
Wärmepumpentarif 
Energieaudits: 

































成果報告書  ドイツ国内のシュタットベルケ設立の目標  
 






























図 7:  地域のシュタットベルケの信頼  
 
2015年に VKUの依頼で実施した Forsaのアンケート調査の結果に基づき作成13 
 
2008 年に VKU が dimap 研究所と行ったアンケート調査結果でも、回答した家庭の 56％
は電力をシュタットベルケから買いたいと答えており、民間のエネルギー供給業者から買い
たいと答えたのは 25％だった(VKU 2010, S. 22)。 
 
3.3.10 目標 10 「他の部門との相乗効果の実現」  
ライプチヒ大学の調査によれば、協力と相乗効果の発揮は再公有化にとって重要な意味が
ある。ここでは、非流動性資本の低減とリスク分散が重要な論点となる(Universität Leipzig 

















                                                
13  出 典 : https://www.vku.de/fileadmin/user_upload/Verbandsseite/Presse/Pressemitteilungen/ 
Bilder_Pressemitteilungen/VKU_Grafik_160126-1.jpg 
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14 ノルトライン・ヴェストファーレン州内でこのような市民出資型のプロジェクトを実施している自治体の包
括的なリストは NRW エネルギーエージェンシーの以下のサイトで確認できる。
http://www.energieagentur.nrw/finanzierung/buergerenergie, 2018 年 3 月 25 日取得。 
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2006年の 8つから 2018年には 850にまで、わずか 10年で思いもよらぬほど爆発的に増加した。 
新規設立が最も多かったのは 2011 年の 167 である。会員数は 5 人から 276 人まで幅広い（平均は
45 人）。参加者の 95％は一般市民であり、多くは地域に在住している。１つの協同組合会員の平均
的な出資額は 100 ユーロから 75000 ユーロまで非常に差があり、1 つの協同組合の初期出資も 1300
ユーロから 1625 万ユーロまで広がりがある。また、投資は平均で 50％が自己資本でまかなわれてい
る。投資対象は主に発電（83％）である。2016 年 12 月 31 日までに 2006 年以降に設立されたエネ
ルギー協同組合は会員から 7億 3800万ユーロの出資を集め、18億 4000万ユーロを投資した(すべて






























                                                
















ウィンドパークボルクム（旧名はオフショアウィンドパーク「Borkum West II」）： 
2015 年に Trianel 社のウィンドパーク・ボルクムが稼働開始した（建設フェーズ I）、この事業主は
Trianel Windpark Borkum 有限合資会社である。これには合わせて 33のシュタットベルケと自治体エ
ネルギー供給会社が Trianel 社によるシュタットベルケ協力の旗振りの下参加しており、ヨーロッパ
では初めての完全な自治体によるオフショアウィンドパークが実現した。投資総額は 7 億 2000 万ユ
ーロで 40基の風車（定格容量は 1基 5MW）、合計 200ＭＷの発電所である。ウィンドパークの立地
は北海の南側にあたり（ボルクム島から北へ 45km）、水深は 25~35ｍである。最大負荷時間は約
4000 時間の見積で、年間発電量は 800GWh（800 万 kWh）を見込む。これは年間 20 万世帯にエコ
電力を供給できる計算になる。 

























                                                
17 参照: http://www.sun-stadtwerke.de/ 
18 参照: http://www.stadt-kassel.de/aktuelles/meldungen/16821/index.html, 2018 年 3 月 1 日取得 
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ケはまずミュンスターの主要人物数人を設立会員として得た後、2015 年 2 月末に協同組合株の販売
を開始した。わずか 2日後には購入予約額 150万ユーロはすべて売り切れた。その後さらに劣後債権
を固定利子率で同額募集したところ、こちらも数週間ですべて埋まった。 
協同組合株の価格は 1 口 500 ユーロであり、1 会員最大 10 口まで購入できる。さらに会員は劣後債





アメルスビューレンに計画し（それぞれ 2.4MW）2014 年 10 月と 11 月に設置した。その後この設備
は協同組合「私たちのミュンスター・エネルギー共同組合」に完全に売却され、引き取られた。その
後シュタットベルケはミュンスター-アメルスビューレンに 4 基目の風車を計画し、2017 年 9 月に稼
働を開始した。この風車もターンキー方式で地元の協同組合に売却された。4 基の風車の運営による
株式の配当率は年間 3.5％を目論んでいる。劣後債券はまずは 2.5％（初年度から 10 年目まで）、そ














ドイツでは年間 1300 億 kWh、電力消費の 25％をエネルギー効率的な技術の利用によっ
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過去にはドイツ国内の約 500 から 1000 の発電所が全電力を発電していたが、今日ではす
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5. 配電網運営者としてのシュタットベルケ   
5.1 ドイツにおける配電系統の再取得の経験  
ドイツ国内には、配電網の再取得の過程で旧配電系統運営者が系統の維持のために行なっ






の事例が報告されている(Berlo / Wagner 2013)。 
 
5.2 旧配電網運営者が配電網の既得権を維持するための取り組み  
転換の渦中にあり、同時に配当も下がり続けているドイツ国内の大手電力会社にとって、
系統運営と言う機能しているビジネスは、彼らにとって利用可能なすべての資源を投じて守





体、「全国で見られる現象」(Becker/Templin 2013, P. 10)である。増加する衝突と法廷闘争
の背景には、エネルギー事業法（EnWG）における規制の不明確さ、規制の穴の存在がある。
しかし、旧配電網運営者の違法な振る舞いに起因して、連邦政府は 2016 年末にエネルギー
事業法第 46 条を改正した(BT-Drs 18/10503)。ただ、この改正も配電網運営家の委託手続き
における法的確実性の全ての点に及ぶものではない。 
 























の定める違法手段（第 19 条 1 項）とは、規制が適用される者が、自らが支配的な市場にお
いて、最終顧客を価格格差によって差別することと定めている (Bundesgerichtshof 2010)。 
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価格は 2017年はじめに 2019年までの額が決められ、段階的に低減してゆく。 
電力市場の自由化にもかかわらず、いまなお古い 10 の地域独占企業が大きな市場支配力
を持っている。多くの日本の自治体にとっての問題は、例えば自治体が大手電力会社の 1 つ
                                                
20 2016 年 4 月の電力小売市場完全自由化以降、何百もの新出力が市場に参入したにもかかわらず、2016 年末時
点ではまだ販売電力量の 90％以上が旧来の 10 大地域独占企業によるものだった (Goeßmann 2017, P.49)。 
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7. まとめ  
過去には世界中で顧客サービスの改善、透明性の向上、より強く民主的なつながりと協業
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